
公
共
施
設
等
の
現
状
と
今
後

の
見
通
し

　

本
市
の
国
勢
調
査
人
口
は
、
昭

和　

年
の　

万
８
５
１
１
人
を

３５

１９

ピ
ー
ク
に
年
々
減
少
し
て
お
り
、

国
の
研
究
機
関
が
行
っ
た
将
来
推

計
で
は
、
平
成　

年
に
は
７
万
３

５２

８
４
１
人
ま
で
減
少
す
る
と
推
計

さ
れ
て
い
ま
す
。

　
　

年
度
に
市
が
保
有
す
る
公
共

２６
施
設
は
、
延
べ
床
面
積
１
０
０
平

方
メ
ー
ト
ル
未
満
の
施
設
、
文
化

財
、
歴
史
的
建
造
物
を
除
き
、
施

設
数
３
２
５
、建
物
数
４
２
２
、総

延
べ
床
面
積
は
約　

万
１
２
０
０

６０

平
方
メ
ー
ト
ル
あ
り
ま
す
が
（
右

下
の
グ
ラ
フ
�
を
参
照
）、
こ
れ

ら
の
施
設
の
う
ち
、
約　

％
が
一

６８

般
的
に
更
新
時
期
を
迎
え
る
と
言

わ
れ
て
い
る
建
築
後　

年
を
経
過

３０

し
て
い
る
こ
と
が
分
か
り
ま
し
た
。

公
共
施
設
等
を
取
り
巻
く
課
題

�
将
来
人
口
の
見
通
し
と
市
有
施

設
量
に
つ
い
て

　

人
口
が
減
少
し
て
い
く
中
で
、

公
共
施
設
等
の
規
模
や
総
量
を
人

口
に
見
合
う
よ
う
最
適
化
し
て
い

く
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、ま
た
、人

口
構
造
に
対
応
し
た
施
設
機
能
の

在
り
方
と
適
正
規
模
の
設
定
な
ど

の
検
討
も
必
要
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

�
維
持
更
新
費
用
の
抑
制
に
つ
い

て
　

今
後
多
く
の
公
共
施
設
等
が
大

規
模
改
修
や
建
て
替
え
な
ど
の
時

期
を
迎
え
る
こ
と
と
な
り
ま
す

が
、
総
務
省
が
提
示
し
た
計
算
方

法
に
よ
り
試
算
す
る
と
、
現
在
あ

る
施
設
を
そ
の
ま
ま
維
持
し
続
け

る
と
仮
定
し
た
場
合
、
直
近
５
年

の
投
資
的
経
費
（
既
存
施
設
の
更

新
お
よ
び
新
規
整
備
や
用
地
取
得

な
ど
に
要
す
る
経
費
）
の
年
平
均

額
が
約　

億
２
０
０
０
万
円
で
あ

４８

る
の
に
対
し
、
今
後　

年
間
に
要

４０

す
る
更
新
費
用
の
年
平
均
額
は
約

１
３
９
億
７
０
０
０
万
円
と
お
よ

そ
３
倍
の
費
用
が
か
か
る
と
い
う

結
果
が
出
て
い
ま
す
（
７
ペ
ー
ジ

左
上
の
グ
ラ
フ
�
を
参
照
）。

平成２９（20１７）年４月　広報おたる　６

本市においては、これまで、多くの公共施設等を整備してきました。これらの公共施設等が今後更新
時期を迎えることになりますが、財政的に厳しい状況が続く中、更新や改修の費用確保に向けて対策
を講じる必要があります。そこで、将来負担の軽減に向け長期的（平成２９～７０年度の４２年間）な視点
を持って、今後の公共施設等の総合的かつ計画的な管理等に関する基本的な考え方を示す「小樽市公
共施設等総合管理計画」を昨年末に策定しましたので、その内容をお知らせします。

「小樽市「小樽市公共施設等総合管理公共施設等総合管理
計画」を策定しました計画」を策定しました

　

本
市
に
お
い
て
は
、
人
口
減
少

に
伴
う
税
収
減
や
高
齢
者
の
増
加

に
伴
う
扶
助
費
の
増
大
な
ど
が
想

定
さ
れ
る
中
、
公
共
施
設
等
の
更

新
費
用
に
充
て
る
投
資
的
経
費
の

捻
出
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

�
公
共
施
設
の
安
全
性
の
確
保
に

つ
い
て

　

公
共
施
設
等
の
老
朽
化
が
進
ん

で
お
り
、
安
全
性
の
確
保
が
必
要

で
す
。

公
共
施
設
等
の
管
理
に
関
す

る
基
本
的
な
方
針

【
全
体
方
針
】

�
人
口
減
少
、
少
子
高
齢
化
な
ど

の
社
会
情
勢
に
応
じ
た
取
り
組
み

の
推
進

　

施
設
重
視
型
か
ら
機
能
重
視
型

へ
転
換
す
る
と
と
も
に
、
施
設
の

利
用
実
態
や
市
民
ニ
ー
ズ
を
勘
案

公営住宅
２２５,７０５.６３�

延べ床面積
６０１,２０９.２１�

学校教育系施設
２０２,７６６.３３�

行政系施設
６６,７０３.５４�

その他
３１,９９３.１３�

供給処理施設
６,１１５.５１�

公園
１,１７１.９６�

産業系施設
３,４４８.７３�

保健・福祉施設
６,９５３.８３�

医療施設
１,１６０.１７�

市民文化系施設
１８,６１２.３９�

子育て支援施設
４,１４０.１４�

�小樽市の公共施設の延べ床面積の割合

スポーツ・レクリ
エーション系施設
１４,３６３.４９�

社会教育系施設
１８,０７４.３６�

７　平成２９（２０１７）年４月　広報おたる

し
た
施
設
管
理
を
行
う

�
施
設
の
適
切
な
維
持
管
理
に
よ

る
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
コ
ス
ト
の
縮

減
　

予
防
保
全
の
考
え
方
に
基
づ
い

た
維
持
管
理
の
促
進
と
個
別
の
施

設
計
画
に
基
づ
い
た
維
持
管
理
の

推
進
を
行
う

�
施
設
の
安
全
性
の
確
保

　

耐
震
診
断
・
耐
震
改
修
の
促
進

と
利
用
実
態
に
基
づ
い
た
施
設
管

理
を
行
う

【
適
正
化
に
向
け
た
目
標
】

　

当
面
は
次
の
方
法
に
よ
り
、「
公

共
施
設
」
の
総
量
を
減
ら
し
、
長

寿
命
化
を
行
う
こ
と
で
更
新
費
用

の　

・
３
億
円
を
縮
減
し
て
い
く

６３

こ
と
を
目
標
と
し
ま
す
。

�
廃
止
済
み
ま
た
は
廃
止
予
定
の

施
設
を
順
次
除
却
（
削
減
面
積
５

万
８
４
４
５
平
方
メ
ー
ト
ル
、
縮

減
額
７
億
２
７
０
０
万
円
）

�
鉄
骨
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
、

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
の
施
設
に

つ
い
て
は
次
回
大
規
模
改
修
時
に

長
寿
命
化
が
図
ら
れ
る
改
修
を
行

い
、
耐
用
年
数
を　

年
か
ら　

年

６０

８０

に
延
伸
（
縮
減
額　

億
６
０
０
０

１６

万
円
）

　

し
か
し
、
こ
れ
ら
二
つ
の
方
法

を
実
施
し
た
場
合
で
も
、
さ
ら
に

約　

億
７
６
０
０
万
円
の
費
用
を

２２
縮
減
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん

（
左
の
グ
ラ
フ
③
を
参
照
）。

　

そ
の
た
め
、今
後
に
お
い
て
は
、

建
て
替
え
時
に
お
け
る
集
約
化
・

複
合
化
の
検
討
や
長
寿
命
化
を
考

慮
し
た
予
防
保
全
型
の
維
持
管
理

に
よ
る
更
新
費
用
の
さ
ら
な
る
縮

減
が
必
要
で
す
。

　

さ
ら
に
、
指
定
管
理
者
制
度
な

ど
民
間
事
業
者
と
の
連
携
に
よ
る

管
理
運
営
方
法
の
推
進
、
公
共

サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
民
間
が
参
画

す
る
手
法
の
検
討
、
今
後
使
用
す

る
見
込
み
が
無
く
な
っ
た
施
設
の

売
却
な
ど
に
よ
る
管
理
費
用
の
さ

ら
な
る
縮
減
も
並
行
し
て
進
め
る

こ
と
で
、
更
新
費
用
を
将
来
投
資

で
き
る
経
費
に
見
合
う
よ
う
適
正

化
す
る
こ
と
を
目
標
と
し
ま
す
。

　

ま
た
、
イ
ン
フ
ラ
施
設
・
公
営

企
業
施
設
は
、
市
民
の
安
心
・
安

全
な
生
活
に
欠
か
せ
な
い
施
設
で

あ
り
、
単
純
に
施
設
を
削
減
す
る

こ
と
は
、
現
実
的
に
不
可
能
で

す
。

　

よ
っ
て
、
当
面
は
、
施
設
の
長

寿
命
化
に
よ
る
更
新
時
期
の
延
長

な
ど
に
よ
り
管
理
費
用
の
縮
減
に

努
め
る
こ
と
と
し
ま
す
。
長
期
的

に
は
ま
ち
づ
く
り
に
関
連
し
た
計

画
と
の
整
合
を
踏
ま
え
た
上
で
、

施
設
量
の
見
直
し
を
図
る
こ
と
で

さ
ら
な
る
更
新
費
用
の
縮
減
を
目

指
し
ま
す
。

施設類型ごとの管理に関する基本的な方針

老朽化が進んでいない施設で、利用頻度が高い施設は、当面は
長寿命化等の改修や維持管理を行い、利用頻度が低い施設は、
他の施設との統廃合や複合化による活用について検討する。老
朽化が進んでいる施設で、利用頻度が高い施設は、他の施設へ
の複合化や建て替えを検討し、利用頻度が低い施設は、市民
ニーズや市の関連計画等を考慮し、今後について検討する。

集会施設（いなき
たコミュニティ
センター、銭函
市民センターな
ど）

市民文化系施設

建物の老朽度や利用状況と合わせ、市民ニーズ、市の関連計画
との整合を踏まえた上で総合的な判断を行い、今後の施設の在
り方について検討する。

文化施設（市民会
館など）

当面は長寿命化を図る改修や維持管理を行うとともに、市民
ニーズや市の関連計画との整合を踏まえた上で総合的な判断を
行い、今後の施設の在り方について検討する。

図書館

社会教育系施設
総合博物館や文学館・美術館などは、本市の社会教育施設として
の役割を考慮し総合的な判断を行い、今後の施設の在り方につ
いて検討する

博物館等（文学
館・美術館など）

総合体育館については、市民ニーズや市の関連計画との整合を
踏まえた上で総合的な判断を行い、今後の施設の在り方につい
て検討する。

スポーツ施設（総
合体育館など）

スポーツ・レクリ
エーション系施設

小・中学校は「小樽市立小中学校学校規模・学校配置適正化基
本計画」に沿って再編を進めます。閉校後の校舎に関しては、状
況に応じ再利用や売却、賃貸などを検討する。

学校学校教育系施設

住宅の維持管理については「小樽市公共賃貸住宅長寿命化計画」
に基づいて進め、必要に応じて本計画に基づき見直しを行う。
廃止が決まった住宅は除却を検討する。

公営住宅公営住宅

平成２２年～２６年の投
資的経費の平均額

今後４０年間の更新
費用の平均額

１５０

１００

５０

０
（億円）

②直近の投資的経費と今後４０年間の更新費用の年平均額

６.１
７.６

１６.７１６.７（０.９）

４９.７

４.４

２２.３

６３.３６３.３
１７.８

施
設
類
型
ご
と
の
管
理
に
関

す
る
基
本
的
な
方
針

　

本
計
画
で
の
主
な
施
設
類
型
ご

と
の
方
針
に
つ
い
て
は
、
左
の
表

を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
計
画
書
に
つ
い
て
は
契

約
管
財
課
ま
た
は
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

か
ら
入
手
で
き
ま
す
。

�
お
問
い
合
わ
せ
は
、
契
約
管
財

課
�
�
４
１
１
１
内
線
３
８
５
、

�
�
０
６
７
５
へ
ど
う
ぞ
。

（億円）

合計４８.２

合計１３９.７

施設等の
新規分

公共施設

道路・橋（ロー
ドヒーティン
グを含む）

病院施設

上下水道
施設

③公共施設における更新費用の縮減（試算）

合計６３.３

１６.６７

２２.７６２２.７６

１６.６１６.６公共施設
６３.３

７.２７７.２７
直近５年間の
投資的経費

廃止等施設の
除却

０

５０ 施設改修によ
る長寿命化

さらに縮減の必要
な更新・管理費用

更新費用縮減に向
けた各試算額

公共施設の更新費
用平均額（４０年間）


